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連 結 注 記 表 
  

 

 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
1. 連結の範囲に関する事項 
(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 10社 

 主要な連結子会社の名称  
三共生興ファッションサービス株式会社、三共生興アパレルファッション株式会社、  

DAKS SIMPSON LIMITED 他７社 

なお、三翼（上海）商貿有限公司は、2021年11月29日付で清算結了したため、連結の範囲から
除外しております。 

 (2)非連結子会社の名称等 
該当事項はありません。 

 
2. 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 
 

3. 会計方針に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 
・市場価格のない株式等以外のもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定してお
ります｡） 

・市場価格のない株式等 
移動平均法による原価法を採用しております。 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法 
主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております

が、一部連結子会社では先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を
採用しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 
(イ)有形固定資産（リース資産、使用権資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しております。 
ただし、当社及び国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。 

(ロ)リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用しております。 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
     (ハ)使用権資産 
        リース期間に基づく定額法を採用しております。 

②少額減価償却資産 
当社及び国内連結子会社は取得価額が10万円以上20万円未満の資産については主として３年

間で均等償却する方法を採用しております。 
③無形固定資産 

定額法を採用しております。 
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を採用しております。 

④長期前払費用 
効果の及ぶ期間に応じて均等償却する方法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。 

 

 

 



 

2 
 

 
(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

①連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、SANKYO SEIKO (MACAU) CO., LTD.の決算日は、12月31日であります。 
連結計算書類の作成にあたっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用

しております。 
なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

②退職給付に係る会計処理の方法 
ａ 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。 

ｂ 数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。 

ｃ 小規模企業等における簡便法の採用 
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職一時金制度

については、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、企業年金制度に
ついては、直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。 

③ヘッジ会計の方法 
ａ ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為
替予約については振当処理によっております。 

ｂ ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…為替予約 
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務 

ｃ ヘッジ方針 
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。 

ｄ その他リスク管理方針のうちヘッジ会計に係るもの 
実需取引の範囲内で行われる為替予約取引について、各関係部門からの報告に基づき、

当社本社ホールディングス部門において残高等を一括管理しております。 
④収益及び費用の計上基準 

 当社グループは、主に店頭販売等による商品の販売、製品OEMによる製品の販売、ライセン

スビジネスによる役務の提供、イベントホール等の不動産関連事業における役務の提供を行っ

ております。 

   商品または製品の販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて商品または製品を引き渡

す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品または製品を引き渡す一時点において、

顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認

識しております。 

   ライセンスビジネスによる役務の提供に係る収益は、当社グループがブランドの価値を補強

または維持する継続的活動を行うことが契約により定められていることから、当該契約は、一

定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認

識しております。 

イベントホール等の不動産関連事業における役務の提供に係る収益は、顧客との契約に基づ

いて役務を提供する履行義務を負っております。当該契約は、一定の期間にわたり履行義務を

充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。 

   なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。 
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２．会計方針の変更 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会
計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する
こととしております。 
これにより、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗

度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとしております。 
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。 

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及
び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」及び「売掛金」に含めて表示しております。 
この結果、当連結会計年度の売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ 31 百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は 183 百万円減少しておりま
す。 

  
（時価の算定に関する会計基準等の適用） 
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する
こととしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。 

 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

   会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、

翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
 

1．商品及び製品 1,243 百万円 

商品及び製品の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しており、

期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって貸

借対照表価額としております。 

正味売却価額の見積りには、商品及び製品の将来の販売単価及び将来の販売見込数量という

重要な仮定が含まれますが、これらは将来需要や市場状況、販売戦略の変化などの影響を受け

る可能性があり、実際の販売単価及び販売数量が見積もりと異なった場合、翌期の連結計算書

類において、商品及び製品の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

2．商標権 4,008 百万円、減損損失 632 百万円 

連結子会社である DAKS SIMPSON LIMITED は DAKS ブランドにかかる商標権を保有しておりま

す。この商標権の減損テストにおいては、公正価値と帳簿価額を比較しますが、商標権の公正

価値は使用価値により測定しており、使用価値は DAKS SIMPSON LIMITED の将来計画に基づく

割引後将来キャッシュ・フローにより算定しております。 

当該見積りには、DAKS SIMPSON LIMITED の収益見込及び営業費用見込並びに割引率が含まれ

るため、実際の収益及び営業費用並びに割引率が見積もりと異なった場合、翌期の連結計算書

類において、商標権の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 

４．追加情報 

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積り） 

当社グループは、固定資産の減損会計等の会計上の見積りにおいて、連結計算書類作成時に入
手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症拡大による営業収益等への
影響が今後も一定期間続くものとの仮定を置いております。 

 

 

５．連結貸借対照表に関する注記 

   有形固定資産の減価償却累計額         14,931百万円 
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６．連結損益計算書に関する注記 

減損損失 

                                     （単位：百万円） 

用 途 種類 場所 減損損失 

販売店舗 

建物及び構築物 大阪市中央区他 13 

工具、器具及び備品 埼玉県さいたま市他 0 

使用権資産 香港 49 

長期前払費用 大阪市中央区他 1 

事業用資産 

建物及び構築物 福井県勝山市 8 

工具、器具及び備品 福井県勝山市他 0 

その他（有形固定資産） 福井県勝山市 4 

商標権 ロンドン 632 

その他（無形固定資産） 大阪市中央区 3 

計   714 

当社グループは、事業別を基本とし、賃貸用資産及び遊休資産等については、それぞれの物件

ごとにグルーピングを行っております。 

販売店舗の資産グループについては、閉鎖が決定した店舗や、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響等により営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなった店舗について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。商標権については、

英国の連結子会社であるDAKS SIMPSON LIMITEDにおいて、経営環境の悪化等により当初想定して

いた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として計上しております。 

 なお、回収可能価額は、販売店舗においては使用価値により測定しておりますが、将来キャッ

シュ・フローの見積り期間が短期間であるため、割引計算は行っておりません。商標権において

は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを9.0％〜15.1％の割引率で割り引

いて算定しております。その他の事業用資産については、使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローが見込めないため、使用価値は備忘価額をもって評価しております。 

 

 

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 60,000,000 ― 2,000,000 58,000,000 

  （変動事由の概要） 

    減少の内訳は、次のとおりであります。 

     自己株式の消却による減少        2,000,000株 

 

2. 自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 16,294,818 1,003,600 3,800,000 13,498,418 

  （変動事由の概要） 

    増加の内訳は、次のとおりであります。 

     取締役会決議に基づく買受けによる増加  1,003,600株 

    減少の内訳は、次のとおりであります。 

     自己株式の消却による減少        2,000,000株 

     第三者割当による自己株式処分による減少 1,800,000株 

 
3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

2021年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 655 15.00 2021年３月31日 2021年６月30日 
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4. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

次のとおり決議を予定しております。 

決  議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基 準 日 効力発生日 

2022年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,068 24.00 2022年３月31日 2022年６月30日 

 

 

８．金融商品に関する注記 

1．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、短期の必要資金につきましては銀行借入によっております。 
また、一時的な余資につきましては、安全性の高い金融資産で運用しております。 
デリバティブ取引については、実需取引の範囲内で、為替変動のリスクを回避するために利用

し、投機的な取引は行っておりません。 
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関

しては、当社グループの「国内（海外）取引に関する信用管理規程」に従い、取引先ごとの与信
管理を行い、信用状況を定期的に把握する体制をとっております。また、外貨建ての営業債権は
為替変動リスクに晒されておりますが、当社グループの「為替予約規程」に従い、実需取引の範
囲内で為替予約により、為替変動のリスクをヘッジしております。 
投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスク等に晒されていますが、上場株式について

は定期的に時価及び財務状況を把握し、また、非上場株式については定期的に財務内容を確認し、
リスクに備えております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は１年以内の支払期日であり、その決済時の流動性リスク
については、資金繰計画を立て対応しております。また、外貨建ての営業債務は為替変動リスク
に晒されておりますが、当社グループの「為替予約規程」に従い、実需取引の範囲内で為替予約
により、為替変動のリスクをヘッジしております。 
短期借入金は金利変動のリスクに晒されておりますが、主として営業取引に係るものであり、

金利動向を随時把握し、適切に管理しております。 
為替の変動リスクに備えるためのデリバティブ取引の執行、管理については、取引権限を定め

た社内規程に従っており、また、デリバティブの利用に当たっては、信用リスクを軽減するため
に、格付けの高い金融機関と取引を行っております。 

 
 

2．金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表に含めておりません

（（注１）を参照ください。）。また、現金及び預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、

短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており

ます。 
(単位：百万円) 

   

 
連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

投資有価証券    

  その他有価証券 14,794 14,794 ― 

資産計 14,794 14,794 ― 

デリバティブ取引（注２） 

①ヘッジ会計が適用されていないもの 

②ヘッジ会計が適用されているもの 

 

（3） 

17 

 

（3）

17 

  

― 

― 

デリバティブ取引計 14 14 ― 

（注１）市場価格のない株式等 

                               (単位：百万円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 46 

    これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。 

（注２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（ ）で示しております。 
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3．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

  金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し
た時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて
算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。 

 
(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

          （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券     

 その他有価証券     

   株式 14,794 ― ― 14,794 

資産計 14,794 ― ― 14,794 

デリバティブ取引 

①ヘッジ会計が適用されていないもの 

②ヘッジ会計が適用されているもの 

 

― 

― 

 

（3） 

17 

 

― 

― 

 

（3） 

17 

デリバティブ取引計 ― 14 ― 14 

 

(2)時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

  該当事項はありません。   

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

   投資有価証券 

     上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 
    デリバティブ取引 

 為替予約の時価は、為替レート等の観察可能なインプットを用いて算定しており、レベル２の
時価に分類しております。 

 

 

９．賃貸等不動産に関する注記 

1．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社では、東京都や大阪市などの主要都市を中心に、賃貸オフィスビル

や賃貸商業施設等を所有しております。 

これら賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。 

 

2．賃貸等不動産の時価等に関する事項 

                                                              (単位：百万円) 

連結貸借対照表計上額 
当期末の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 

7,822 △222 7,599 19,346 
 

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
（注２）当期増減額のうち、主な増加額は事業用不動産から賃貸等不動産への振替額（27百万円）

であり、主な減少額は減価償却費（246百万円）であります。 
（注３）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額、その他の物件については、「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した
金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 
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また、当該賃貸等不動産に関する2022年３月期における損益は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

賃貸収益(イ) 賃貸費用(ロ) 損益(イ)－(ロ) その他損益 

1,316 763 553 △9 
 

（注）賃貸費用には、減価償却費、修繕費、租税公課、不動産管理料等が含まれております。 

 

 

１０．収益認識に関する注記 

1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
   （単位：百万円） 

 

報告セグメント 

合計 ファッション 
関連事業 

繊維 
関連事業 

不動産 
関連事業 

店頭販売等 5,344 ― ― 5,344 

製品OEM ― 7,346 ― 7,346 

イベントホール等 ― ― 441 441 

その他 2,134 506 ― 2,641 

 顧客との契約から生じる収益 7,479 7,852 441 15,773 

その他の収益 ― ―    1,141 1,141 

外部顧客への売上高 7,479 7,852 1,582 16,914 

 

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事

項に関する注記等 ３．会計方針に関する事項 (4) その他連結計算書類の作成のための重要な事

項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに 

当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる

収益の金額及び時期に関する情報 

 

(1)顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権 3,267 

契約負債 220 

契約負債は、主にライセンスビジネスに係る顧客からの前受金に関連するものであり、流動負債の

「その他」に含まれております。 

契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。 

当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、252

百万円です。 

 

(2)残存履行義務に配分した取引価格 

 

      残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は以下のとおりです。 

   なお、個別の予約契約期間が１年以内の取引は含みません。 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 

１年以内 1,259 

１年超２年以内 1,149 

２年超３年以内 963 

３年超４年以内 947 

４年超５年以内 945 

５年超 322 

合計 5,588 
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１１．１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 884円50銭

2. １株当たり当期純利益 49円19銭

 

 

１２．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 
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個 別 注 記 表 
  

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 
移動平均法による原価法を採用しております。 

②その他有価証券 
市場価格のない株式等以外のもの 
決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定してお
ります。） 

市場価格のない株式等 
移動平均法による原価法を採用しております。 

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法 
総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 
(2)少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については３年間で均等償却する方法を採用しており
ます。 

(3)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間 (５年）に基づく定

額法を採用しております。 
(4)長期前払費用 

効果の及ぶ期間に応じて均等償却する方法を採用しております。 
 

3. 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。 
・未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なっております。 

 
  4．収益及び費用の計上基準 

当社は、主に商品の販売及びライセンスビジネスによる役務の提供を行っております。 
     商品の販売に係る収益は、顧客との販売契約に基づいて商品または製品を引き渡す履行義務を負

っております。当該履行義務は、商品または製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品また
は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

      ライセンスビジネスによる役務の提供に係る収益は、当社がブランドの価値を補強または維持す
る継続的活動を行うことが契約により定められていることから、当該契約は、一定の期間にわたり
履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。 

      なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ
ておりません。 
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5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
(1) ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理によっております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段･･･為替予約 
ヘッジ対象･･･外貨建金銭債権債務 

③ヘッジ方針 
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。 

④その他リスク管理方針のうちヘッジ会計に係るもの 
実需取引の範囲内で行われる為替予約取引について、各関係部門からの報告に基づき、本社

ホールディングス部門において残高等を一括管理しております。 

 

 

２．会計方針の変更 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することと
しております。 
これにより、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗

度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識することとしております。 
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影
響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用して
おります。 
この結果、当事業年度の売上高は205百万円減少、売上原価は225百万円減少、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益はそれぞれ 20 百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残
高は 62 百万円減少しております 

  
（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取扱
いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとし
ております。なお、計算書類に与える影響はありません。 

 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度

に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

 

関係会社株式 9,919 百万円 

 子会社である DAKS SIMPSON LIMITED 株式の評価にあたっては、DAKS SIMPSON LIMITED が保有し

ている商標権の評価額を実質価額の算定に加味しているため、商標権の公正価値が株式評価の重要

な要素となります。 

商標権の公正価値は使用価値により測定しており、使用価値は DAKS SIMPSON LIMITED の将来計画

に基づく割引後将来キャッシュ・フローにより算定しております。当該見積りには、DAKS SIMPSON 

LIMITED の収益見込及び営業費用見込並びに割引率が含まれるため、実際の収益及び営業費用並び

に割引率が見積もりと異なった場合、翌期の計算書類において、関係会社株式の金額に重要な影響

を与える可能性があります。 
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４．貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 11,942百万円

 

2. 偶発債務 

下記の関係会社の営業債務について保証を行っております。 

 

手形保証 

三共生興アパレルファッション株式会社 427百万円

三共生興ファッションサービス株式会社 192 〃 

 

3. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権 382百万円

短期金銭債務 930 〃 

長期金銭債務 87 〃 

 

 

５．損益計算書に関する注記 

1．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

   売上高  1,447百万円 

   仕入高  1,475  〃 

   販売費及び一般管理費  101  〃 

営業取引以外の取引による取引高      650  〃 

 

    2. 減損損失                                    （単位：百万円） 

用 途 種類 場所 減損損失 

販売店舗 建物及び構築物 台湾 2  

事業用資産 ソフトウエア 大阪市中央区 3 

計   5  

当社は、事業別を基本とし、賃貸用資産及び遊休資産等については、それぞれの物件ごとにグ
ルーピングを行っております。 
上記資産グループにおきましては、閉鎖が決定及び使用見込みがないと判断し、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。 
 なお、回収可能価額は販売店舗及び事業用資産においては、使用価値により測定しており、将
来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能価額を零として評価し
ております。 

 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 16,294,818 1,003,600 3,800,000 13,498,418 

  （変動事由の概要） 

    増加の内訳は、次のとおりであります。 

     取締役会決議に基づく買受けによる増加  1,003,600株 

    減少の内訳は、次のとおりであります。 

     自己株式の消却による減少        2,000,000株 

     第三者割当による自己株式処分による減少 1,800,000株 
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７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

関係会社株式評価損 962百万円 

分離先企業株式 

投資有価証券評価損 

46 〃 

22 〃 

退職給付引当金 18 〃 

その他 118 〃 

繰延税金資産小計 1,169百万円 

評価性引当額 △1,000   〃  

繰延税金資産合計 168百万円 

 

繰延税金負債 

 

その他有価証券評価差額金 △3,248百万円 

圧縮記帳積立金認容 △293 〃  

その他 △4 〃 

繰延税金負債合計 △3,546百万円 

繰延税金負債の純額 △3,378百万円 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

1．子会社及び関連会社等 
 

種類 会社等の名称 

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割合(％) 

関 連 当 事 者 
と の 関 係  

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 
(注)６ 

科 目 
期末残高 
(百万円) 
(注)６ 

子会社 
三 共 生 興 
ファッションサービス 
株 式 会 社 

所有 
直接100.0 

フ ァ ッ シ ョ ン 
製品の販売・仕入 
商 標 使 用 権 
契 約 の 締 結 
資 金 の 借 入 
役 員 の 兼 任 

３名 

製品 の販 売 
(注)１ 

72 売 掛 金 72 

ロイヤリティ 
の 受 取 

(注)５ 
388 売 掛 金 117 

製品 の仕 入 
(注)１ 

398 買 掛 金 150 

手 形 保 証 
(注)２ 192 ― ― 

資金 の借 入 
(注)３ 

37 短期借入金 82  

子会社 
三 共 生 興 
アパレルファッション 
株 式 会 社 

所有 
直接100.0 

フ ァ ッ シ ョ ン 
製 品 の 仕 入 
資 金 の 借 入 
役 員 の 兼 任 

４名 

製品 の仕 入 
(注)１ 528 買 掛 金 187 

手 形 保 証 
(注)４ 

427 ―      ― 

資金 の借 入 
(注)３ 77 短期借入金    114 

子会社 DAKS SIMPSON LIMITED 
所有 
直接100.0 

商 標 使 用 権 
契 約 の 締 結 
役 員 の 兼 任 

２名 

ロイヤリティ 
の 支 払 

(注)５ 
313 買 掛 金 94 

子会社 
S A N K Y O  S E I K O 
(ASIA PACIFIC)CO., LTD. 

所有 
直接100.0 

フ ァ ッ シ ョ ン 
製 品 の 販 売 
役 員 の 兼 任 

２名 

製品 の販 売 
(注)１ 676 売 掛 金 189 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉のうえで決定しております。 

2．三共生興ファッションサービス株式会社の電子記録債務につき、債務保証を行ったものであり

ます。 

3．資金の借入については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。 

なお、資金の借入の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。 

4．三共生興アパレルファッション株式会社の電子記録債務につき、債務保証を行ったものであり

ます。 

5. ロイヤリティの受取、支払については、取引実態に応じて協議のうえ決定しております。 

6. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。 
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2．役員及び個人主要株主等 
 

種類 会社等の名称 

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割合(％) 

関 連 当 事 者 
と の 関 係  

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

役員 
一 般 財 団 法 人 
サ ン ラ イ ズ 財 団 

(被所有) 
直接 3.1 

役 員 の 兼 任 
３名 

寄付金の拠出 5 ― ― 

第三 者割 当 
によ る自 己 
株式 の処 分 

（注）２ 

1 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1．当社代表取締役社長COO井ノ上 明が代表理事を務める財団であります。 

2．当社の配当金によって同財団の活動原資を拠出するための第三者割当による自己株式処分   

（1,800千株 1,800千円）を行っております。なお、本自己株式の処分につきましては、１株

１円の発行価額が有利発行に該当することから、2021年６月29日開催の第89回定時株主総会に

おいて承認されております。 

 

 

９．収益認識に関する注記 

（収益を理解するための基礎となる情報） 
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記    

４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 
 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 885円75銭

2. １株当たり当期純利益 28円08銭

 

 

１１．重要な後発事象に関する注記 

    該当事項はありません。 

 


